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「日本市場における2030/2050年に向けた太陽光発電導⼊量予測」のポイント

� 再⽣可能エネルギーを主⼒電源として位置付けた第5次エネルギー基本計画および太陽光発電の
世界潮流を踏まえて導⼊量を予測
その結果、政府の想定する“エネルギー・ミックス”を大きく超えた、実現可能性が高い“150GW導入”の市場構成の姿を予測しました。

� 2020〜2030年に向けての短・中期の太陽光発電システム導⼊量を予測
FIT制度や需給⼀体型太陽光発電システム、電⼒改⾰をめぐる動き等を高精度に分析して導入量予測を提⽰しました。

� 2030〜2050年への⻑期の太陽光発電システム導⼊量を予測
エネルギーをめぐる世界潮流やわが国のエネルギー・マネジメントの進展、スマート社会の姿を想定して導入量予測を提⽰しました。

� 太陽光発電関連蓄電池市場動向（価格・導⼊量）を予測
卒FITや需給⼀体型市場成⻑に伴って導入される蓄電池（主にリチウムイオン⼆次電池）の価格・導入量を予測しました。

� 規模別の太陽光発電システム市場動向（価格・導⼊量）を予測
太陽光発電システム規模（容量区分）別に価格・導入量を予測しました。

� 各電⼒会社管内別の導⼊量を予測
地域的な需要との関連を考慮して、各地域（電⼒会社管内別）導入量を予測しました。

� ⽤途別の導⼊量を予測
地上型やルーフトップ型を区分し、利⽤先をベースに将来の⽤途を知る目安を提⽰しました。

� ポストFITのビジネスモデルを提示
FIT制度の次に続いて登場すると想定されるビジネスモデルを提⽰しました。



はじめに
昨年策定された第5次エネルギー基本計画では、史上初めて「再⽣可能エネルギーを主⼒電源化する」という⽂

言が盛り込まれ、太陽光発電システムについてもエネルギー供給の責任の⼀翼を担う方向付けが明確になりました。
2012年度から継続されている固定価格買取制度（FIT制度）は、それまでの住宅⽤太陽光発電システム市場に
加えて地上⽤発電所を主体とする産業⽤太陽光発電システム市場の急速な⽴ち上げに貢献しました。 市場の
急拡大は様々な歪みを⽣じましたが、経済産業省は適宜FIT制度の改定を実施し、対策を施しているところです。
直近では、再⽣可能エネルギー大量導入次世代電⼒ネットワーク委員会の中間整理が実施され、太陽光発電シ
ステムの進むべき方向が⽰されました。
産業界ではポストFIT対応として、普及価格帯に入ってきた住宅⽤／産業⽤太陽光発電システムの⼀層の普及

のため、第三者所有モデルを軸としたゼロ円設置ビジネス展開も始まり、もう⼀段の普及拡大を図っています。
ユーザー層（企業、⼀般消費者）も、将来の“最も安いエネルギー”であり、防災などレジリエンス（強靱化）対応
にも有効で、施⼯・稼働までのリードタイムが短いリーズナブルなエネルギー源として“太陽光発電”を認識し、率先し
て導入する動きが拡大しています。 世界的な持続可能な開発目標（SDGs）への取り組みやそのアクションとし
てのRE100（再⽣可能エネルギー100%利⽤）イニシアチブなどが後押しになっていることは、言うまでもありません。
これらを踏まえ、2030年度までの社会的背景やシステムのコストダウン等を考慮した年間および累積導入量の予

測を⾏うと共に、弊社が従来提唱してきた「2030年度・150GW導入」への具体的な道筋を⽰しました。 さらに、
2050年度までの導入の絵姿も提⽰し、将来に向けた計画策定のヒントになるよう配慮しました。
今後の健全な市場競争と共に、諸課題を克服してさらなる太陽光発電システムの普及拡大を果たせるよう、本レ

ポートをご活⽤いただければ幸いです。
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【キーポイント】

� 「第5次エネルギー基本計画」および太陽光発電の世界潮流を踏まえ、2030年度および2050年度
までの日本市場における太陽光発電システム導⼊量を予測

� 「現状成⻑ケース」では2030年度は年間8GW市場、累積導⼊量133GW、「導⼊・技術開発加速
ケース」では年間12GW市場、累積導⼊量158GWに到達すると試算

� 自家消費型・需給一体型市場がゼロ円設置などの新ビジネスモデルを通じて市場を牽引、地上設
置型からルーフトップ市場への交代に加え、2030年代に向けての新分野市場の初期成⻑が始まる

� 住宅⽤／産業⽤太陽光発電システム価格が国際価格を反映し、2030年までに89〜108円/Wまで
低減、発電コストは5.3〜5.7円/kWhの回避可能原価付近まで下がる

� 卒FITなどにより住宅⽤蓄電システム導⼊量が2030年度最⼤3,900MWh/年に成⻑、需給一体型
市場成⻑などで産業⽤蓄電システムも同4,000MWh/年に成⻑の可能性

� 太陽光発電の新分野応⽤や蓄電システム、維持管理（O&M）、セカンダリ、アグリゲーションなど
を加味した「未来型市場」試算では、2030年度2兆円超の市場を予測

岡崎　順子
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2030/2050年までの太陽光発電システム導⼊量予測（サマリー）

• 再⽣可能エネルギーを主⼒電源として位置付けた「第5次エネルギー基本計画」および太陽光発電の世界潮
流を踏まえて、2030年度および2050年度までの日本の太陽光発電システム市場における導入量を予測した。
2030年度までの社会的背景やシステムの国際価格並みのコストダウン等を考慮した年間および累積導入量
の予測を⾏うと共に、弊社が従来提唱してきた「2030年度・150GW導入」への具体的な道筋を⽰している。
さらに、2050年度までの導入の絵姿も提⽰することで、将来に向けた計画策定のヒントになるよう配慮した。

• ポストFIT対応として産業界が取り組む「第三者所有モデル」を軸としたゼロ円設置ビジネスモデルや、「2019

年問題」に象徴される卒FIT対応の⼀環としての蓄電システム販売なども反映し、ポストFIT市場予測や住宅
⽤／産業⽤蓄電システム市場予測も盛り込んでいる。

• 導入量予測は、政策や規制緩和が現在の延⻑線上で進んだ場合の「現状成⻑ケース」、および意欲的な政
策が打ち出され、太陽光発電および周辺技術の開発が加速化される場合の「導入・技術開発加速ケース」
に分けて分析を⾏った。その結果、図1に⽰す通り、「現状成⻑ケース」では2030年度は年間8GW市場、累
積導入量133GW（DCベース、以下同様）、「導入・技術開発加速ケース」では年間12GW市場、累積導
入量158GWに到達すると試算された。エネルギー・ミックスにおける太陽光発電の導入目標（64GW）が10

年前倒しで実現すると共に、基幹エネルギーの旗⼿として電⼒需要の15%ほどを担える150GWを超える市場
が形成されることになる。図2に⽰す通り、2050年度に向けては、太陽光発電システムの除却（リユース、リサ
イクル、廃棄など）量を考慮した分析も⾏った。
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(図2) 除却量を考慮した導⼊量予測結果（現状成⻑／導⼊・技術開発加速ケース、DCベース）（2050年まで）

実績 予測

【現状成⻑ケース】 【導入・技術開発加速ケース】

単位：GW（DCベース）
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設備容量帯別の導⼊量推移

• 「現状成⻑ケース」および「導入・技術開発加速ケース」の設備容量帯別の導入量推移では、ポストFITに伴
う⾃家消費型・需給⼀体型市場の拡大が重要になる。図3および図4に⽰す通り、2020年代前半は、FIT制
度や入札制度を活⽤した太陽光発電システムが市場シェアを持つ⼀方で、⾃家消費型・需給⼀体型市場が
ゼロ円設置などの新しいビジネスモデルを通じて、市場を牽引していく。

• 10kW未満は住宅⽤太陽光発電システムが主体となり、新築⼾建住宅向けの標準搭載率の向上やZEH

（ゼロエネルギーハウス）普及拡大で再び増加基調になるが、着⼯件数減少で頭打ちが予測される。住宅ス
トック（既存⼾建住宅向け）へのさらなる太陽光発電システム普及により市場拡大が期待されるが、軽量化
や短期回収タイプの開発に向けた取り組みが急務となっている。

• 10kW以上の産業⽤太陽光発電システムは、地上設置型からルーフトップ市場への交代が起こり、さらに
2030年代にはこれまでにない新しい利⽤の世界を拓く「新分野市場」が成⻑、2050年度時点では年間12〜
22GW程度の市場へと再成⻑する可能性がある。

• このほか、利⽤先をベースにした「⽤途別」の導入量推移、地域的な分布を⽰す「電⼒会社管内別」の導入
量推移も詳細データとともに⽰している。
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(図3) ⽤途別太陽光発電システム市場予測（現状成⻑ケース）

単位：GW（DCベース）

© 株式会社資源総合システム
【現状成⻑ケース】予測

� 住宅⽤＋産業⽤ルーフトップ市場で年間5〜7GWを維持
� FIT主体の地上設置型市場の落ち込みを⾃家消費型・分散型市場がカバー
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(図4) ⽤途別太陽光発電システム市場予測（導⼊・技術開発加速ケース）

© 株式会社資源総合システム

【導入・技術開発加速ケース】

単位：GW（DCベース）

� 住宅⽤＋産業⽤ルーフトップ型市場で年間7GW超を安定維持
� ⾃家消費型・分散型市場の成⻑に新分野応⽤が加勢し、12GW市場へ倍増

予測
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太陽光発電システム価格推移／ 蓄電システム導⼊量予測／
未来型太陽光発電関連市場規模

• 導入量予測の前提として、住宅⽤／産業⽤太陽光発電システム価格が国際価格を反映し引き続き大きく
下落していく。図5に⽰す通り、「導入・技術開発加速ケース」における太陽光発電システム価格は、現状で
152〜252円/Wほどだが、2030年までに89〜108円/Wまで低減すると予測している。発電コスト（LCOE）
試算では現状で既に11.8〜14.6円/kWhとなり、系統の電気代よりも安い水準に達している。さらに、2030年
には5.3〜5.7円/kWhの回避可能原価付近まで下がることが予想される。

• 分散型電源の筆頭を担う太陽光発電システムにとって欠かせないパートナーである「蓄電システム」について、
今回初めて価格・導入量を予測した。図6に⽰す通り、卒FITなどをきっかけに、住宅⽤蓄電システム（定置
⽤蓄電池やV2H（Vehicle to Home）システムなど）導入量が拡大し、2030年度には最大で
3,900MWh/年に成⻑する可能性がある。⼀方、図7に⽰す通り、需給⼀体型市場成⻑などを受けて産業⽤
蓄電システム導入量も拡大、2030年度には最大で4,000MWh/年に成⻑する可能性がある。

• 太陽光発電システム市場規模は、FIT制度直後は3兆円を超える規模に急膨張したが、システム価格低減と
年間導入量の低下により、量的に増加しても⾦額では目減りする。現状の1.4兆円規模から1兆円を切る予
想になるが、太陽光発電システムの導入に伴う新製品や新サービスなど、新しいビジネスの広がりが期待されて
おり、その関連市場規模も加味すると再び成⻑の姿が描ける。図8に⽰す通り、太陽光発電の新分野応⽤を
はじめ、蓄電システム、維持管理（O&M）、セカンダリ市場、アグリゲーション事業などに波及することで、
2030年度には2兆円を超えるような市場が予測できる。
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(図5) 導⼊・技術開発加速ケースにおける太陽光発電システム価格想定（2030年まで）

① 現状152〜252円/Wの太陽光発電システム価格は、2030年までに89〜108円/Wまで低減と予測
② 発電コスト（LCOE）は、5.3〜5.7円/kWhとなり、回避可能原価付近まで下がり、受電端の電気料⾦よりも安くなる
・太陽光発電コスト試算：新エネルギー・産業技術総合開発機構資料「太陽光発電開発戦略（NEDO PV Challenges）」（2014年9月30日）を利⽤
・太陽光発電システム寿命につき、現状20年のものが2025年には25年、2030年には30年に伸⻑するとした

実績 予測

© 株式会社資源総合システム
【導入・技術開発加速ケース】
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(図6) 住宅⽤蓄電システム導⼊量予測 （導⼊・技術開発加速ケース）

出典：株式会社資源総合システム調べ

� 導入件数に各区分ごとの標準搭載容量（区分AとCは6kWh、区分Bは8kWh、区分Dは4kWh）を掛けて導入量
の予測を⾏った

� 2030年には3.91GWh/年の導入量を予測している

年度

【導入・技術開発加速ケース】

予測
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(図7) 太陽光発電関連定置型蓄電池年間導⼊量予測（導⼊・技術開発加速ケース）

出典：株式会社資源総合システム調べ
【導入・技術開発加速ケース】予測
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(図8) 国内の太陽光発電関連市場の成⻑試算（導⼊・技術開発加速ケース）

（単位：兆円）

© 株式会社資源総合システム

実績 予測

【導入・技術開発加速ケース】
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